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原価管理思考としての変動予算概念

一一製造間接費の管理手段一一

野村秀和

l土しがき

周知のとおり，原価管理における最大の難問題はし、わゆる「固定費問題」で

ある。ある意味では I固定費問題Jから原価管理の問題が発生してきたと言

っても決して百い過ぎではないかもしれない。しかし，固定費が原価管理上で

問題となるのは， ただ単に， 固定費だから問題となるわけでは決してない。

「固定費が問題となるのは， それが不働費として現象するからにほかならな

し、J"。

それでは，いわゆる「閏定費問題」をめぐのて，原何管理思考はし、かなる回

答を与えてきたのであろうかn

実際原価計算の欠陥に対する代表的な批判ともいうべきエマースンの見解

は， すでに多くの論者によって引用されてはいるが，原価情報の遅延と偶発事

故が原価に混~入し，原価情報が不正確となるため，無駄の排除が出来なし、めと

いう 2点、に要約することができる。有効な原価管理を行なうためには，原価情

報の遅延はその管理不能を決定的にする。原価情報の迅速性さらにいえば原価

情報の事前入手は，原価管理上とくに重要であれこの面からも実際原価計算

が標準原価計算へと移行せざる壱えないのである。

しかし，より重要な側面は，エ7 ースンの指摘する後者の点にある。

すなわち，実際原価計算においては，発生した全ての原価を製品に配賦する

1) 拙稿 管理会計論の生成基盤について 「経済論叢」第94巻第6号a 昭和39年12月号， 66ベ
シ。

2) Harnngton Emerson， "E団 ciellcyas a Basis fOI Operation and Wages "， The E旬

gf'rt出向凶gλlagazi旬。 Vo1.36， No. 3， Dec. 1908， p. 336 
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ため，偶発事故などによる非能率な支出も，製品製造に必要な支出も，全てが

混同されてしまい，非能率な支出を除去するための区分表示すらもできていな

いのである。

かかる非能率には，いわゆる「固定費問題」として登場する不働設備費

低操業民のばあいに発生する一一ーも含まれるが，直接費についての浪費がその

中心であ勺た。

原価情報の迅速性と非能率による浪費額を区分するとし、う，実際原価計算の

欠陥の克服は，標準原価計算思考によって，ある程度達成された。しかし，標

準原価計算思考による原価管理も，原価一般を標準原価とロス部分に区分する

ばあいに重大な難問題に直面したのである。

製造直接費についていえば，能率技師による物量・時間基準によって，技術

的に製品単位当りの標準原価を設定するこ左は可能である。この意味では，製

造直接費の実際発生額を標準原価とロス部分とに区分できるわけである。

しかし，製造間接費については，製品単位当りの標準原価を設定するために

は，製造計画換言すれば操業度をあらかじめ予定しておかなければならない。

しかし，かかる操業度の予定が実際に実現するという保証はない。したがって，

実際発生製造間接費と製品へ配賦された製造間接費との差額は， I非能率から

〈るものと，実際操業度と予想操業度との差異からくるものとが混合しJ"てお

り，原価管理のためにはあまり役にたたないのである。そして，この製造間接

費のなかには，多くの固定費が含まれているのが普通であり，いわゆる「固定

費問題」とは，操業度に関連するところの製造間接費問題として登場してきて

いることは，すでに周知の事実である。そして，かかる操業度の差異として生

ずる固定費の原価差額を一般に管理小飽費と呼んでいる。

しかしながら， ["実際には，管理小能費というものはありえなしづめのであ

れここでいう管理不能としづ意味は，製造部門の責任においては，管理する

3) R Lee B四 mmet，0即時eadCoshng， 1957， p. 145 
4) R. Lee B四 mmet，ibid.， p. 112 
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ことができないというだけである。

原価管理の思考が，ますます直接作業部門での管理壱問題としていくなかで，

現場の責任と結びつけられた原価管理思考が，製造間接費にまでおよび，その

ための新しい原価管理思考として，変動予算概念が登場してくるのである。

本稿での課題は，製造間接費管理思考として登場してきた変動予算概念が，

原価管理思考のなかでし、がなる位置と役割とを与えられてb、るかを明らかにす

ること fある。

I 標準原価計算理論における製造間接費管理思考の展開

原価管理を有効ピ実施するためには，原価壱細分し，ぞれ争発牛部門の責任

と結びつけなければならない。しかも，管理の対象となるのは，製品単位に配

賦されてしまった原価ではなしまさに，発生原価そのものであり，配賦され

る以前の原価なのである。この点について， i直接費もそうであるが，間接費

においてもその管理は，費用の発生源泉において実施することが重要である。

ー配賦計算とし、うものは財務会計に属するところの製品原価を算出すために

必要な手続であって，原価管理のためには無用なものである。J'1という実際的

見地は， この点を裏書きするものである。

標準原価計算思考に基く原価管理は，この点で，財務会計的アプロ チとの

関係をどのように展開しているのであろうか。

製造直接費についてみると，製造量との聞に比例関係がみられ，この意味で

製造直接費は比例費といわれている o ιの原価は操業度の変動したがって製造

量の変化に総原価が比例するが，製品単位当りの配賦原価は変化しないという

性格をもっている。

なお， とくに銘記さるべきこととして，標準原価概念が歴史的に成立する段

階は，生産と資木の集積と集中がほぼ完了し，科学的管理決の適用による製造

工程の技術的分析が，ぞれに生行している段階なのであって，生産過程におけ

日 中山隆桔，同時妾費量異の分離， r企業会計」第14巻第3号 I 昭和>7年 3月号， 66ベ ジ。
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る標準設定が，比例費である製造直接費については技術的に可能であり，また

それだけの根拠ももちえたのである。

この結果，製造直接費については，製品単位当りに配賦された標準原価すな

わち財務会計上の計算で問題としなければならない原価と発生原価すなわち管

理会計土原価管理の責任額とされるところの原価一一これは当然のことながら

製造部門の管盟責任とされる原価であるーーとが一致するという結果になるの

である。

したがって， ιのばあいには，財務会計上で問題とされる製品単位当りの標

l準尿価が，製造部門に対する能半測定の基準とな岳のであり，実際発生原価総

額と配賦標準原価総額との差額によって，直接費についての製造部門の部門責

任が判断され，評価されるのである。

しかしながら，製造間接費については事情は全く異なる。

製造直按費については，その標準設定を技術的に可能とした生産の集積k集

中は，当然のととながら，資本の有機的構成壱高度化し，製造間接費自体を巨

額化させるとともにその中に含まれる固定費の増大を惹起した，同時にそれは

過剰生産設備の固定化を生みだし，慢性的に操業度問題を登場させることにな

った。かくして，資本主義の矛盾の現象である過剰生産が，過剰生産設備の恒

久的存在としづ現象を固定化させる独占段階において，固定費の一定部分は不

働設備費に必然的に転化することになり，この段階では，企業にとって操業度

問題は死活にかかわる重大問題となって現象してくるのである。かくして，製

造直接費についてはその標準設定の可能性を作り出した製造工程の技術革新を

伴う生産の集積と集中が，製造間接費については，逆に，その標準設定の障害

物に転化していたのである。

とうした点、をふまえて，財務会計上の問題すなわち製造間接費の配賦半の問

題をみるとき，完全操業度による配賦率から，数年聞の平均操業度による配賦

半へと移行し，技術的見地から経験的・実際的見地への「後退」がみられるこ

とは Fでに述べたとおりである旬。
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そしてまた，このような配賦率による間接費計算が，真実の原価をめ寸る議

論を惹きおこすのであり，間接費配賦計算は財務会計上の原価計算にとっても

大きな弱点となっており，これらはすへて，操業度の変動問題に起因している

のである。

管理会計上からみたばあいにも，原価管理の基準となる標準発生製造間接費

額は，あらかじめ操業度を予定しておかない限り求めようがないわけであれ

予定した操業度に基いて計算した配賦率による配賦後の製造間接費にしても，

実際の操業度が予定した操業度と一致しないときには，その差額は必ずしも克

服すべき非能率のみを意味するわけではなく，操業度の差異によって発生した

差額をも含むことになる九

ょのようにみてくると，製造直接費についての標準設定の技術的可能性に対

し，製造間接費は操業度の手定という製造過程内部での技術的解決からはみだ

す問題壱含んでいるため，両者はともに製造原価でありながら，原価管理と〈

に標準原価思考に照らしてみたばあいに大きなちがし、をもっているととが理解

されるであろう。

にもかかわらず，原何管理思考の「発展|として登場してきた標準原価計算

思考による製造間接費の管理は，配賦率の計算基準として標準(正常)操業度

とし、う概念壱生みだしたにとどまる。

製造間接費の実際発生額と標準〔正常)配賦率による製品へ配賦された間接

6) 拙稿 形成期における標準原価計算論の管理的性植の意義， r桂清論叢」第95巷揖5号j 昭和

40年 5月 号 注41)参照， 57ベージ。

7) 価桶差異がなしまた操業度差異もないぱあいでも j その発生差額は必ずしも非能率を志味す

るとはし、えないとともある。すなわち!製品構成の変化やしたがってそれにより生ずる作業方法

申宜見などが z 複種大量生産や個別生産の形態のばあいにはよくみられるのぐめり，このばあい

には!同じ作業時間に発生する製造間接費の標準は異なることがありうる。このような内容に因

る差額そ操業構成差異と称しているが 本稿ではこの点の指摘だけに左どめておじ詳しくは j

W. W. Neumayer. "Berucksichtigung des Auftrags~und Verfahrens-Wechsels in der 

Fertigung durch doppe1t:flexible Plankostenrechnung"， Zeitschrift fiJ，r Barieb$剛山chaft，

Jg 20， Nr. 7， Juli 1950. S. 403-11; W. W. Neumayer， "Vol1kommenheitsgrade der 

Plankostenrechnung". ZfB， Jg. 21， Nr. 11， November 19日， S. 569-97;松本雅男 「標準

原価計算論」昭和37年 同，製造間接費の予算管理， r一橋論叢」第31巻第 6号!昭和2"年6月j

48ベージなどを事聞のことロ
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費額との差額の内容は，実際操業度が標準(正常)操業度と一致していなし、と

きには，製造部門では管理不能であるが tップマネジメントの経営政策の中で

解決可能な操業度差異と製造部門自体の中で管理できる非能率を示す差異との

両者を含んでいる。したがって，実際操業度の予測が正確にできれば問題は生

じないのであるが，現実にそれは殆ど不可能である以上，残された道は，理論

上， この差額を管理可能費(非能率部分)と管理不能費(操業度差異部分)に区

分することができるかどうかである。

このような区分が概念上可能であるなら，管理可能費は製造部門の現場責任

額とみられるため，原価切下げ目標が製造間接費についても明示できることに

なるわけであり，主た他方では，管圏不能費によって，製造部門自体にとって

は責任外であるが， トップマネジメ y トの操業度政策の責任に帰すべき結果が

示されることにより，販売予測とそれに見合う生産計画を含む企業の利益計画

の観点、からップマネジメ Y ト自体の経営政策の結果に対する評価がこれに

よって行なわれることになるのである。

かくして，この差額の区分が理論的に可能であるならば，製造部門の現場責

任の明示と追求としづ本来的な原価管理とともに， トザプマネジメ γ トの操業

度政策をも評価しうる手段が概念的に形成しうることになり，原価管理の弱点

ともいうべき製造間接費の管理が，かかる差額の区分方法壱入手することによ

り，逆に，作業現場とトッフ。マネジメントのそれぞれに対し，有効な管理手段

すなわち「合理化1基準壱提供することになるのである。

E 製造間接費管理思考としての原価管理理論

すでに述べてきたところからも明ちかなように，製造間接費を管理するため

には，標準原価計算が製品単位当りの標準原価概念壱意味する限り，標準原価

概念による有効な管理は望めなし、。この点について溝口教授は「製造間接費の

管理は一般には原価管理の領域に属 Tると考えられているが，それは直接費の

管理と趣きを異にする。直接費は標準による管理の対象となりうるのに対して，
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製造間接費は本来的な意義における『標準による管理」の対象ではない」めと

述ヘーとし、る。したがって，製品に配賦される以前の発生原価を管理の対象とし

なければならず，また，有効な管理壱行なうためには，製造間接費を経営全体

の発生額としで捉えるよりも，原価中心点ごとに分解されたそれぞれの発生部

門別の単位で管理しなければならない。

製造間接費管理の特徴は「直接費も係長，班長等の責任者によって管理され

るが，直接費は標準原価とし、う客観的測定具による管理I~依存するものが多い

のに，間接費に対しては，そのような客観的測定具がなし、から，人の責任によ

る管理方法をただ一つの方法として強調しなければならなし、J"'ということに

なり，製造部門別に管理責任者の責任壱明示する部門別予算統制手続が採られ

ることになるのである。

予算統制思考は，すでにマヅキY ゼー叫によって1922年に提起されており，

とれは1920年代から形成されてきた計数管理の重要な一翼をになうものであ

る。予算統制機能の効果は，いうまでもなく企業活動の全面におよぶものであ

れ計画と調整の機能壱果し，同時に統制の効果壱もあげようという点にある。

これは，経営者による利益計画いうならば経営政策的視点によって貫かれてい

るものといえよう。

製造間接費の予算統制が，かかる経営者の経蛍政策とくにここでは販売予測

との関係で決定される操業度政策をとり入れたところで実施されるのである

が，製造間接費の令効な管理手段は，まさにかかる間接費予算統制という原価

管理手段で行なわれなければならないのである。

製造間接費管理について用いられる予算統制の方式は，初めは固定予算によ

る統制であった。固定予算による製造間接費管理は，あらかじめ操業皮の予定

をたてて，それに基いて製造間接費予算額を計算し，との予算額を基準として，

実際発生製造間接費壱統制しようという方式である o これはすでに述べた間接

8) 溝口 雄，製造間接費量奥の分析， r産業経狸」第18巻措7号，昭和'"年 7月号， 41ベ γ 。
9) 中11.1隆祐，前掲論文， 69ベージ。

10) J. O. McKinscy， BudfJaary Control， 1922 
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費の標準配賦率と同じ欠陥をもっといわなければならない。

確かに，固定予算の設定は，操業度の予定を作るという意味で計画機能を有

し，予定操業度に基く製造間接費予算額の決定によって調整機能壱も果すであ

ろう。しかし，ここで問題としている製造間接費の管理に対しては，予定操業

度の実現性の保証が確実でない限れその統制機能はすでに述べたような欠陥

をもつことはここに繰りかえすまでもないことである。

ところで，すでにみてきたとおり，効果的な製造間接費管理の手段は下算統

制jをおいて他にないとするなら，固定予算によって計画と調整の機能を生かし

た上で，製造間接費管理を有効に行いうるような管理手段が求められなければ

ならないことになる。ここで求められるものは，固定予算方式によ勺て統制の

対象額とされる製造間接費予算額と実際発生製造間接費との善額を操業度差異

と非能率差異とに灰分する概念である n そして，この回答として，変動予算概

念が春場してきたのである。したがって，企業の利益計画を追求するもの Eし

ての固定予算による統制と，ただ，それだけでは，とくに製造間接費管理に重

大な弱点を残すことになるため，その点を補完する意味で，製造間接費に対す

る変動予算概念が登場してきたとみることが妥当であろうと思われる。

1920年代に生み出された予算統制の実際上の採用情況は f3口年代のなかば頃

までは，大部分の企業予算は予測型すなわち固定予算形式であったj町が「私

の考えでは，第2次大戦前の10年間における工業会計のもっとも大きなただひ

主つの進歩 (thegreatest single advance in industrial accol1nting) は， 弾力性

予算の原理の発展マあれさらに適切に言えば，その普及であった。固定費と

変動費の差異についての認識に基いて，弾力性予算すなわち変動予算は，異な

った間接費許容額が異なった操業度に対して必要であることを認識す志統制道

具なのであるj問。

マ プノレの指摘にもあるように. 30年代になって，変動予算概念が登場して

11) R. P. Marple， "Combining the Fort:l:<tsl alld Fle:xible Budgets"， Ac出'"ω‘拙sμingReview 

Vo叫1.21， No. 2， Apr口il1946， p. 1企0
12) R. P. Marple， zbid.. p. 140 
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〈るのであり，これによって製造間接費の各操業度に応じた許容額が明示され

る結果，製造間接費におけるいわゆる「差額」の区分が概念的に成立したので

ある。

変動予算概念は1 操業度の変動によって変化する製造間接費の発生額壱，そ

れぞれの操業度に応じた許容予算額として提供する。このような製造間接費許

容予算額は， I予算による下部活動の管理性を強め」町ることになれさらに

いえば，変動予算の中の「統制可能費予算項目のみが，経費壱最低に切下げる

ことに対する現場長の能力を評価し，現場責任者報賞制度を実施するばあいに

考慮される」叫ことにより，変動予算概念は，製造部門なかでも下部活動的強

化 E責任を追求する「合理化Jの千段となるのである。

他方において，変動予算概念の登場は，それぞれの操業度ごとの許容製造間

接費額と実際配賦製造間接費額の差額(操業度差異〉壱， トッヅマネクメ V ト

の責任として明示するこ正になる u とのliあい， Iこのような操業度差異とい

うものは，その大小が差異の重要性壱比例的lと示す止はかぎιない。たとヌば

国定費が大きければ，わずかな操業度の変動があっても，差額は大きく計算さ

れてくる。逆に固定費が僅少であるならば，大きな操業度の変動があっても，

差異は大きく出てこない。 したがって操業度差異については，金額の大小

よりも，1E常操業度からの編向度の大小の方が利益管理にとつて重要となるJ"渇5

とL、づう指摘は，製造現場k対する「合理化」基準としての変動予算概念とトヅ

プマネジメ νトに対する「合理化」基準としての変動予算概念とが，同じよう

に経営の「合理化」基準とされながらも，その具体的適用において効果的に使

い分けられることを示すものである。

変動予算概念の登場による製造間接費管理の新しい段階は， 30年代の不況下

において， 企業の計数管理の全国的な強化発展のなかで， 製造過程における

13) 上野重信 i 製造間接費の管理k変動予算の性質， r札幌短期士学論集」第7号，昭和田年3月，
60ベジ。

14) C. L. Van Sickle， Cost Ac印刷付叫g，2 ed.， 1947， p. 461 
15) 中山隆桔，前揖論文， 73ベージ。
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「合理化J追求の手段である標準原価計算思考による原価管理が，製造間接費

の管理において，操業度問題Eいう難問題にぶつかり，その時すでに成熟して

いた予算統制の手法と結合して新しい原価管理の手法としての変動予算概念を

成立せしめたのである。

不況下のエューディーノレ政策による独占の再編成の進行のなかで，製造現場

とTップ 7 ネジメントの両者の責任を明示するという形をとる変動予算概念の

登場は，まず原価管理のなかでもとくに困難とみられていた製造間援費管理の

下部活動における「合理化」基準を示すものとみられるが，さらにそれだけに

とどまらず，労使協調による企業の原価意識の向上や経営管理政策の唱和とい

った背景と密接な連ながりをもっていたとみられないであろうか。

とはし、え，変動予算概念の形成がみられたとしズも，このような概念による

現実の製造間接費の原価分解は，実務処理の段階で直ちに犬きな限界に逢着せ

ざるをえないのであり，それには，例え;J，製造間接費を固定費と変動費とに

区分することの可能性，準変動費の把握，製造部門ごとの操業度の基準となる

べき指標を何にするかなどの問題が残されており，実務的には近似的計算かあ

るいは仮定に基く処理ということになるのである。したがって，このような実

務上での処理は，必ずしも現実の原価の反映を示すものではなく，正確な原価

責任基準とはし、えないものなのである。しかし，ぞれにもかかわらず，かかる

原価管理の実務的処理は，ひとたび企業内での管理会計制度として導入され，

設定される1::，現実に「合理化」基準として大きな役割をになうととになるの

である。

E 変動予算概念の史的展開

A 萌芽期

変動予算概念の先駆ともいうべき弾)J的な予算の作成は，固定間接費と変動

間接費の分類から出発するが，このような間接費の分類は「少なくとも 1880年

代にさかのぼることができる J16)といわれている。
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また I現在， 弾力性予算と呼んでいるものの基本的思考は， 事実上， へ

γ リー・へスによって， 1903年の注目すべき論文の中にすでに述べられてい

る」問というソロモンズの指摘や B，A フラ Yグリンが， 1912年にはその著

書 CostReports for Exe白山仰の中で，経費を管理可能費と管理不能費に分け

ており， Iこれは今日，弾力性予算の論議においてよく親しまれてし、る用語で

あれそれをはじめて用いたものの 1つである」同といわれている点など，原

価計算理論史の研究からは，変動予算概念の肋芽がかなり早い時期から問題に

なっていたととが解かるのである。

さらに，相対的繁栄期とみられる1920年代の中期においては，すでに操業度

問題換言すれば製造間接費の不働設備費現象に対する関心を示「ところの製造

間接費管理を志向する論文を容易に見出すことができる問。

'20年代末期にはイズは弾力性予算という用語を用いたが， I弾力性予算

を管理統制の子段として用いる可能性は，なおいまだ十分には実現されていな

いし，認識されてもいなb、」町という情況であった。だがや業の統制の基礎と

なるへイズの原価分析は計算上の分解であって町， その点では周知のジュマー

レY バッハの比例費と固定費の計算的原価分解と同じである。

したがって，こうした点からみると，との時点での製造原価の分解は損益分

岐点や利益計画との関連で行なわれ，主として操業度政策や販売計画の資料と

されることがねらいであった。その意味では，近代的な変動予算概念が，あく

までも製造部門における下部管理をとくに製造間接費について行おうとする点

16) S. P. Garner， Evolution 0/ Cost Acco附 ltingio 19i5， 1954. p. 243 

17) D. SolomOflS， H.istor.ical Development of COStlllg， in Studies 同 Costtng，edited by D 

Solomons， 1952. p. 48 なお ヘゾリーーへλの見解については，詳しくは敷田礼二 ヘンリ
ー へスの経営計歯諭. r立教経済学」第14巻第 1号!第2号，昭和135年6月. 7月毒闘い

18) S. P. Garner， ibid.， p. 169 

19) 例えば N.A. C. A のO鑑cmlPublicahonsの中から 2論文を示しておこう RayW 
Darnell， The Use of Budgets ¥n Reducing Overhead， Vul. 6， Nu. 3， Ocl. 1，1924; A. F 

Stock and J. M. Co宜ey，Overbead During Low-Volume Production， Vol. 6， No. 12. Feb 
16， 1925 

田 MonardV. Hay同 Aιount叫 o!or Exe印刷"c聞か叫 1929，p. 209 

.21) Monard V. Haye5. ioid.， pp， _2~l-22 
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にその主な特徴の 1つがあるとみられるのに比して，用語として弾力性予算が

使われてはいるが，との時点で変動予算概念が確立したとはし、えないと思う。

B. '30年代における変動予算概念の生成

1930年代に入ると N. A. C. A の Bulletin聞の中にも弾力性予算(fLexible

Budgets) や変動予算 (VariableBudgets) とし寸用語が多く使われ出し， 経 営

管理の道具としての重要性が説かれはじめる。

また，との段階では，若下の原価計算の書物でも「管埋視点からみると，予

算における弾力性は非常に望ましいととである」町とか i産出量の変動によ

る士場間接費差異の問題の解決には別の方法j叫が採られるとして，弾力性予

算を問題としているものがあらわれる。なかには，弾力陣予算図表として表示

するものなどもみられる問。

こうしたなかで，弾力佳子算そのものを取り扱った「最初のまとまった理論

的研究」町とされるウィリアムズの著書町が出版された。

ウィリアムズは「予算は経営管理の道具」叫であると述べるが，そのばあい

「販売予測が正確であり，予算のための経営計画が有効であるととは必ずしも

22) 例えば，現行の予宵制度の限界を論じ，事情の変動する中での評面基準ルな η ている予茸の非
弾力性を指摘しB その改善を提起することを目的とした A.C. Brett， Flexibllity in Budgetary 
Control， VoL 1.'=1， No. 20， ]1.lnfl 15，1932. p. 1406 や 各期のι主際喋業置による弾力性予草は，
操業度の変化によって生じた損益を区分することに役立ち，予算統制の 1つの重点、となるとする
J. W. D同 on，St8.ndarrl Cost~ and Flexible Budgets in the Brew叩 g Industry， VoL 15， 
No. 9， Ja11. 1， 1934， p. 597 ディグソンはまた， 百町可責任孝トや職長などの責任を明示する評価
がなされることも B もっとも重要な特徴の 1つである止もいろ，ibid.. p. 615この{胞にホ， A.C 
Chubhm;k， The Flexible Budget and Stande.rd Costs in a Bus:iness of Moderate Size， 

VoL 15， No. 14， March 15， 1934-; P. A. Wilks， The Flexible Budget System at 町田th

more Pape】 Company，Vol. 17， No. 19， June 1， 1936; Fra且kKlein. Some Developments 

m V:niable Budgeting， Vol. 17， No. 19， June 1. 1936 な九弾カ性予茸(蛮動予茸)関係
のさらに詳しい N.A. C. A 出版物文献目録は J クラインの論文の末尾に示されている z'bid.，
p.l171 

23) T. H. Sanders. C05~ Accounting /01〆Cont1'C仏 2ed.， 1934， 2. 450 

24) ]ohn J 、N N~uner. Cost Accou叫抑g，1938， p. 450 
25) c. F. SChlatter， Adva冗cedCost Ac印刷叩g，1939， P 40 

26) 肱黒和俊 変動予算の~刀足発展と今後の課題 「会計J第91巻第2号!昭和<2年2月 95へ
シ。

27) ]ohn H. Willia-rris. The Flexible Budgel-How -to u.se it 10 orga叫 z，ω 四 ordi叫 t，酎 .d

to sti叩 lalet恥 activitiesof exe同制es.asωell as to CQ叫叫 ω声 明 1934

28) ]ohn H. Williams， ibid.， p. 2 
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必要ではなレ。弾力型の予算によれ許容予算額は実際の操業度に応じて調整

され」明るから，弾力性予算壱管理道具として用い，より有効な経営管坦を実

施しうるとしている。この弾力性については「予算にお付る弾力性が意味1る

ものは，異なった諸条件や操業度に応じて調整されうる便宜性(faciliiy) であ

る」町とし刈、，弾力性の意味を可変性においている。そして，操業度の変化に

応じた原価の区分として，固定項目，比例項目，混合項目に分類する。

固定項目は「借入金利子，地代，財産税などの操業度に応じて変化しない項

目」町であり，比例項目は「操業度に比例して変化する項目 l町として，主な

ものに割引料，手数料，直接労務費，材料費などがある。固定項目も比例項目

も弾力性の点からはむつかしい問題は生じないし，また，これらの項目はごく

僅かしかないとされる。問題なのは混合項目である o これは「操業度の変化に

応じて比例的に動かなし、」酌項目であれ大部分の予算項目はこれにあたると

みちれる。したがって，このような混合項目すなわち準変動費壱固定・変動の

部分に区分できれば，操業度の変化に応じた許容予算額は容易に求められる。

ウィリアムズの特徴は混合項目を固定と変動の要素に区分する方法にある。

これはウヱノレジュによって，ウィリアムズ法として説明されているがペ 以下

の手続を経由する釘〉。

1 操業度の最低と最大の決定'"一一これを今時 100，000と事200，00とする。

2. 当該混合項目の最低と最大操業度における総原価の決定一一一事 3，833と

$4，396 

3 最大から最低の操業度および総原価を差ヲI< 事100，000と申 563

29) ]ohn H. W山凶山I:i， ibul.， p. (; 

30) John H. Williams. ibia.， p. 53 
31) ]ohn H. William:;.似 d.，p. 54 

32) John 1:王、iVilhams，~bid. ， p. 54 
3的 JuhnH. Will山".出d.，p. 55 

34) G. A. Welsch， Budge伽 g，1957， pp. 173-74 
35) JOhH H. WiHi山 S 耐 d.，pp. 60-61 

36) なお，最低と最大操業度目意味が必ずしも明確でないが，最低販売原価を営業活動の可能性が
識されてu、る最低操業疫のばあいで1 最大販売原恒を設備の実際能力が使用されているぱあいと
説明したことがある。 JohnH. WilIia皿 5，"A Tecbnique for the Chief Executive"， Bullet加

。Ifthe Tayloγ Socieヲタ Vol. 7， No. 2， April 1922. p 57 
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4. 操業度の差引残で原何の差引残を除す。一一ここではれ.000当り事 5.63

の比例費。

5 最低と最大の操業度に比例費壱乗じ，各操業度の総比例費を求む 事

563と$1，126， 

6 総原価($ 3.833と$4.396) からとの総比例j費壱差引き固定費壱求む

各操業度とも$3.270， 

このような原価分解法は，すでに述べたヘイズのばあいと基本的に同じもの

であり，損益分岐点分析などに利用はでき℃も，原価管理思考としてはなお不

十分なものを言わなければならないであろう。

スコットの予算統制論においては，変動予算概念が固定予算統制に対するも

のとして，かなり整理された形で扱われている n 彼の変動予算概念は，複数予

算，強力性予算，職能予算という 3種類の内容からなることはすでに周知のこ

とであるが. I予算が真にその意義を果すには，実績を計画と比較しうるとと

が必要でJ37)あり. I時にはこれら 3つの予算は経費統制のために用、、」蛇ら

れ，なかでも「弾力性予算編成何回ibleBudgeting1 の目的は，達成された実

際売上に対応して実現されなければならない経費と成果を示すこと」間にある

として，製造間接費の管理を意識していることを示している。

複数予算の編成は，可能，最大，最低の 3種の売上予想に対する経費見積り

として行なわれるが. (1)それが固定費E変動費の割合とは無関係になされ

るばあし川と. (2 )固定費と変動費の割合壱正確に計算して行なわれるばあ

い叫とに分かれる。

弾力性予算では複数予算方式から理想的弾力性予算方式までの 6還りの予算

作成方法壱示し"う変動予算による原(血管理方式の原型はここに殆ど示された

37) W. Scott， B同 inessBudget叫gand Budgetary C四 trol，1939， p.230 
38) W. Scot.t，耐i.，p. 232 

39) W. Scott耐 d.，P 252 

40) W. Scott， ihid.. pp 四3-34 艦に実査法とし、う。
41) W. Scott，. ibid.，四国5-36 般に公式法とし、う。
4?) W. Sr:ott，耐d..pp 四 3-76



原価管理思考左しての変動予算概生 (459) 57 

といってよい。

なお，職能予算では「もっとも重要なことは，各職能あるいは職能グループ

の責任を特定の人に明確に結びつけうるような方法で，職能を区分することの

必要性である」叫といい，変動予算概念による原価管理が，部門の管理責任と

結びつくことの必要性と重要怯を指摘してし、る ιとは注目 1ベき点である。

ιのようにみてくると，スコットにより漸く変動芋算概念が確立し Iその

内容はし、ずれも今日一般に変動予算，弾力性予算として考えられているものと

あまり具るところはなL、J叫とみなしうるようになヮたのである。

C 変動予算慨念の完成者ガードナー

ガードナーがあげている経営管理に変動原価すなわち弾力原価を用いる 5つ

の主要な理由は次のように要約される。 すなわち 1 生産量の変化が原価

に及ぼす影響の考察。 2 各製品原価を今よりも比較しやすい基準のもとにお

し 3 原価の確定要素として操業項目を表示。4;経営者に産出単位より

も，操業度，固定，変動の要素に区分した原価の研究機会を与える 5.原価

と売価の科学的依存関係。 6.長期と短期の両問題に対処する好機を経営者に

与える向。

これはガードナーが原価管理なかでも製造間接費管理のために原価の変動を

分析していることを示すものであり，操業度の関係がとくに注意されているこ

とが浬解されよう。

操業度との関連で変動予算慨念が今ま Cも取り扱われてきたのであるが，操

業度についての詳しし、吟味は万一ドアーによって展開されたといえる。彼lま

れ、かなる企業においても，もっとも共通的な尺度は販売高であるJ'めとして，

これまでの論者と同じ結論(販売を操業の指楳とする)から出発するのであるが，

真の管理からいう ζ 販売高は必ずしも企業の操業度を反映するものではないと

43) W. Scott， ibid.， p. 279 

44) 肱黒和仇弾力性予算に関する文献(0. r山口経済学雑誌J第10巷第2号j 昭和34年 7凡
123ペジ0

45) .F. V. Gardner， Variable Budget Cont1'ol， 1940， p. 47 
40) F. V. Gardncr， i仇 rl.，p. 49 
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いいベ 「選ばれた基準の単位にかかわらず， その基本目的はそれが操業度の

尺度であJ48)ること，したがって例えば Iある職長に彼の担当する生産部門

の管理壱，会社全体の売上によっτ要求することはもっとも知恵のないやり方

であるJ~O) として，それぞれの部門に応じた操業度の基準の必要性を認識して

いるのである。

この点について彼は，操業度の基準としては I標準直接労務費が工場間接

費統制の最良の基準であることは，数百の事例適用において疑いのないものj町

というほか， トν数，熱処理数，熱処理日数，機械時間数などが示される向。

とれらの条件としては要するに，便利で計算や理解や統制が容易叫であればよ

いとし、う実践的姿勢がきわめて強いn

さらに，ガードナーは原価の変動態様の直線型の有利吉壱主張して，直線型

変動に編差をもたらすラッグ現象の要因として.1.ゆがめられた(操業度の)

基準。 2. 過去の結果の特徴。 3 低水準及び高水準操業の影響の 3点聞を指

摘する。したがって正しい基準の採用と過去の不完全な統制の克服，通常の操

業度(ほぽ30~80% としている)の維持により， ラッグを押えられるならば，直

線型の原価変動態様が求められるとしづ論理になヲており，そしてこのばあい，

直線型の利点、としては，決定，理解， 総合および使用の容易性があげられ叫

変動予算概念による原価許容額の計算の実務的容易さを証明することで，原価

管理仁対する積極性を示すのである。

ただ，原価差異分析では操業度差異と予算差異に分かれ Iそれは製造間接

費配賦不足額に対する責任を販売部門と工場管理者とに分けるj町ということ

47) F. V. Gardner， ibid.， p. 49 

4S) F. V. Gardner， ibia" p. 66 

49) F. V. Gardner， ibid.， p. 66 
50) F. V. Gardner， ibid.， p. 62 

51) F. V. Gardner， ibid.， p. 62 

52) F. V. Gardner， ibul.， p. 50 

53) F. V. Gardner， zbid.， p. 109 
54) F. V. Gardner. ~bid. ， p. 112 

55) F. V. Gardner， ib~d. ， pp. 184-86 
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によって，基本的には径蛍者と生産部門との両者の責任を明確にする概念とし

て変動予算が意識されてはいるが I未だ初歩的段階であ」問ることはし、なめ

ない。

しかし，ガードナーの原価管理としての変動予算概念をみるとき，操業度の

基準問題の吟味や原価変動態様に対する理解に示される詳細で技術的な展開に

は，実務的実践の容易きがその巾心壱貫いており，この点は変動予算概念の完

成者としてカードナーを位置づけるばあいの重要な特徴というべきであろラ。

D. 1910年代以降の展開

1940年のプロ vカー以後町， 世界大戦中の中断のあ1-:，で，原価計算の書物の

中には，製造間接費の効果的統制手段として， 変動予算概念が登場する冊。し

たがって，第2次大戦後，ウェノレジュの総括を頂点として，原価計算理論や予

算統制理論の中に，との概念は洗練された形ではっきり定着したといえるであ

ろう。

ところで，第2次大戦後の予算統制理論として，へッカ←トとウィノレソ Yの

共著がみられるが，このなかでの変動予算概念の特徴は「経済の潮流は自然的，

政治的，社会的力の変化を受けて急変するので，企業の将来は確実ではありえ

ないj聞とする認識の下に，予算の計画，調整，統制の 3機能のそれぞれにつ

56) 樟日博士， F. V カードナーの変動干算統制'についての一考寝， r明治学院論叢経済研究」第
44号第2輯，昭和32年2月， 89ヘジ。

57) ]. G. Blocker. Cost Accountmg. 1940， p. 577 このぱあい flexlbleBudgetsの用語を用いて
し、る。

58) 第2故:た戦櫨の主な原価計茸の書物から I との概念の説明をしているものを年代順にひろうと
以下のとおり。どの書物も簡単な説明のみ， ( )に使用用語を示した。
C. L. Van Sickle， C ost A“ount開 g，2 ed.， 1947， (Flexible Overhead Extense Budgets) ; 

-J. H. March， Cost A印刷出略 1949，(Variable or :Ilexible budget); S. W. Specthrie， 
Basic Cost Account開 g.1950， (Variable budget of factory expenses) ; C. T. Devine. Cost 
Accounting開 dA附 lysis，1950， (Flexlble-Sliding-Budget); C. Gillespie. Cost Accounting 

and C01かol，1957. (:flexible Budget). G. Shillinglaw目 CostAccounl向 g.1961， (departmental 

:flexible budgets); M. Backer and L. E. ]acobsen. Cost Accouttting， 1964. (Vanable 

Budget) ; C. T. Horngren. Accou1<巾吋 101'Ma叩 g"，u;叫 Co叫叫， 1965，(Flexible Budgets) 
W. A. Terrill同 dA. W. Patrick， Cost Accounting for Ml酌 agement，1965， (畳間bleOv-

erhead Budgets): l M Fremgen， M削 lag.ω叫 lCost Analysis， 1966， (Flexible Expense 
Blldgets) 

59) J， B. Heckert and J. D. W111sQn， Bus~ness Budgeting and Control， 2 ed.， 1955， p. 47 
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いて，弾力性の役割を述べている。なかで唱原価管理目的のために「生産と販

売の各種のレベルにおいて，原価はいくらであるべきかを示すj聞ことが，予

算に弾力性壱与える基本的な理由であるとしていながら，計画や調整に関する

説明では，不確実性や条件の変化を前提とした固定予算の修正の容易さとして

弾力性壱捉えるために，製造間接費管理といった面が後退して，自然的，政治

的，社会的変動に対応せる見積りの変更といった内容が前回に出てきており，

これは，かかる思考を単なる原価管理慨念からより広い経営管理概念へと対象

を拡大させることになっている。

管理的予算統制論の 1つの頂点をなすウェノレシェにおいては，変動予算概念

が成熟した形で展開される。

ウょノレ、ノュの包括的予算プログラムの第2の構成要素をなす「変動予算は経

費にのみ関係J61) し「企業の各下仲部門ごとに，生産量もし〈は経営活動の変

動につれて，おのおのの原価あるいは経費がどのように変わるべきかJ叫を示

すスケゾューノレとされ，製造間接費のみに限定はされないが(したがって，製

造部門以外にも拡大される). 操業度との関連において原価の許容予算額を計

算し，下位の部門管理者の原価管理責任を明らかにしている。

この許容予算額の計算は，原価の可変性概念を基礎とし，結局「準変動費の

考察にしぼられる」叫。そしてかかる原価の可変性分析の方法として， 直接見

積法，ウィリアムズ法，待期原価法 (StandbyCost Method)， 相関関係法，図

表による相関関係法，最小自乗法の日方法を説明している刷。

また，操業度の基準である可変性の要因は「組織上の下位部門の全体的な活

動を最もよく表わし，経費と産出高との真の関係を保つ」町もので，原価変動

要因となる生産の変動を測疋し，操業度以外の影響を受けない単純で容易な単

60) J. B. Heckert叩 dJ. D. Will.son， ibid.， p. 54 

Gl) G. A. Welsch， Budgeti噌. 1!J57， p. 38 

62) G A Welsch 必 d.，p. 159 

G3) G. A. Wcls巳h，ibia.， p. 171 

(4) G. G 、Nelsch，ibid.， pp. 172-84 

(5) C. A. Welsch，幼id.，p. 168 



原価管理思考としての変動予茸概念 (463) 61 

位が選択され，入手に費用をかけないでもすむといった点を考慮すべきである

とし、う。

さらに「経費の変動予算は，計画設定予算に対する補完的関係を明らかにす

るために論じJ;められてきたといい，経営管理における固定予算統制の意義と

その補完的役割としての変動予算〔これには計画設定予算の経費スケジー ノレ作成

と原価管埋のための実際操業度における許容予算額の計算という 2つの使用方法がある

が町)の位置づけを明らかにしているのである。

N 原価管理における変動予算概念の役割

すでに述べてきたところからも明らかなとおわ変動予算概念の発生の基盤

は製造間接費に占める固定費の増大をその発生可能性としながら(lJ'がって，

粛芽的理論はこの可能性に基いて早く現れる). 現実にこの概念を原価管理思考の

中に定着せしめ，原何管理の中で「合理化J基準として活用するようになるた

めには，不働設備の恒久的維持が資本間競争にとって不可欠となれ販売競争

の激化が絶えず企業の操業度を不安定に変動せしめるといった資本主義の一般

的危機段階において典型化ぎれてくるのである。、
このような意味から，変動予算概念は本質的に資本主義の独占段階での腐朽

性，停滞性に起因する原価管理思考の 1つであり，そのために，いっそうきび

しい「合;理イヒJ基準の内容をもたざるをえないのである。

しかも，かかる「合理化Jは，変動予算概念によって，原価管理のもっとも

困難な製造間接費管理の方式として登場してきたのであって，製造原価管理に

おける残された課題がこれによって「解決]されるとみられるものである。も

ちろん，真の解決でないため，利益計画や業績許制といった利益管理の立場か

らの管理思考が，直接原価計算思考として，この時点、で同時に発生し， r発展」

させられていったことは続稿での課題として，ここではその指摘だけにとどめ

66) G. A 、Nelsch，ibuL， p. 159 

67) G. A. Welsch， ibid.， p. 132 
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ておこう。

さて，変動予算概念による「合理化Jの強化は，原価の細分という形をとる

製造間接費の発生部門別の責任壱，原価分解手法壱用いて許容予算額として明

示し，それによって製造間接費発生部門の現場管理壱強化するのであるが，そ

ればかりではなし正常配賦率による製品への配賦間接費と討容予算額との差

額として示される操業度差異によれ経営者自体もその経営政策を評価判定さ

れる ιとになれ 「合理化J基準として 0)深化がはっきりとよみとれるのであ

る。

しかし，これが原価管理の「合理化」基準として現実に適用されるばあい，

いろいろな限界をもっていることはすでに述べたとおりである o これに対し，

費用の分解は「ゼロ操業度から」問題にするのではなく， 1現在当面せる， rあ
る限られた操業度灰間』についてj問題にすべきである耐とか，原価管理の有

効さを強めるためには，現場監督者を初めから計画に加えることが大切であれ

参加させること「それ自体が，熱意と原価意識を惹き起すことになろう」叫と

か，変動予算概念が事後的な差異分析にとどまらず，事前管理としてさらに効

果的な原価管理手段となるためには「具体的な問題として，変動費，固定費の

認識が筒明な方法の上に立っていて，個々の管理者が随時に迅速に予算額を算

定しうる」町ことの必要壱説くなど，この概念による原価管理実務の適用に対

する「限界克服策」としての実践的発言は多い。わが国原価計算基準において

も，その算定方式に実査法と公式法の2つをあげ， 1間接費の諸項目が操業度

の変化によってどのように変化するかは直線的な型によってすくーに決めないで

詳細に調べる j町実査法と計算には便利だがその適用には限界が認められる公

式法の組合せによる弱点の「克服」を志向し亡し、る。

変動予算概念は，それがひとたび確立されるならば，製造間接費管理の「合

68) 中山隆柑! 変動予算と費用態輔の関部， r企装会計」第13巷第13号， 昭和田年11月， 103ベ
シ。これと同様の指摘は F.V. Gardner， ibid.， p. 110 によってすでに述べられている。

69) G. A. We15ch，出d.，p. 187 

70) 溝口一雄，製造問懐費の管理， r会計」第74巷第 1号，昭和33雫7月， 50ページ。
71) R. Lee DI"uslll1et，出d.，p. 146 
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理化J基準にとどまらず，販売費や一般管理費管理の方式として，その利用領

域が拡大されるのは当然のなりゆきであろう。製造過程外へのかかる拡大適用

は，この概念の限界をある意味では質的に強めるが， しかしそれが「合理化」

基準としての役割を果す以上，企業全体の利益計画の中に包摂されざるをえな

L 、。この結果，との概念に固有な非能率の除去のために操業度差異を区分する

という原価管理思考から，予算統制方法の技術的 1変種となりさがり，利益計

画を示す総合予算での弾)J性思考として，経営管理者の志走、を示す許容予算額

となれかくして，製造間接費管理のために製造過程の「客観化Jを理論的に

追求することからも後退して，まったくの資本の窓意的(客観的基拝に基くよう

にみせかけてはいるが， 資本町「力」を示す過去の経験かι生みだFれることが多い)

「合理化J基準に転落することになるのである。




